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序 論
21世紀を迎えた今日の世界は, 新旧秩序が交
替する過渡期に処しており, 世界秩序の再編成
の中で世界経済の中心がアジア・太平洋地域へ
徐々に移されている｡ 中国がWTOに加入した
後, 中国と周辺国の間, 中国と世界各国間の経
済交流が一層活性化するものと展望され, その
中でも韓国, 日本, 中国がアジア圏での位置が
日増しに重大になり, 相互協力も一層活性化す
るであろうと展望される｡
企業の言語と呼ばれる会計が経済協力と交流
活性化に重要な部分として作用するものと思わ
れるので, 企業の言語を調和もしくは統一させ
ようという努力の一環として各国の会計を比較
研究することが必要である｡
本研究は, 東北アジア地域の韓国, 日本, 中
国の財務報告書がどのような類似点と相違点を
持っているのか比較分析して, これら会計情報
の特徴を理解することで韓国・日本・中国の財
務報告書に対する理解と活用の幅を広げて, 東
北アジア経済圏を形成する韓国・日本・中国の
経済活性化に寄与し得る財務会計基準の調和と
統一に必要な基礎資料を提供しようと思う｡ こ
のため韓国の 『企業会計基準』 と 『財務会計の
概念フレームワーク』, 日本の 『企業会計原則』
と 『財務諸表等規則』, そして中国の 『企業会
計制度』 と 『企業会計基準』 を中心に企業会計
基準の一般原則, 財務諸表の種類と様式および
体系, 貸借対照表と損益計算書の作成基準, そ
して財務諸表構成要素の認識と測定基準等を比
較研究しようと思う｡
Ⅱ. 会計処理および報告の一般原則
財務会計の一般原則は財務会計を遂行すると
き遵守しなければならない原則で, 全ての企業
が会計行為を遂行するとき尊重すべき社会的規
範を成文化したものである｡
韓国の企業会計基準は信頼性の原則, 明瞭性
の原則, 充分性の原則, 保守主義の原則, 実質
優先の原則を財務会計の一般原則として提示し
ており, 日本は真実性の原則を最高の会計規範
として正規簿記の原則, 継続性の原則, 重要性
の原則, 資本・損益区分の原則, 明瞭性の原則,
継続性の原則, 保守主義の原則, 単一性の原則
を下位原則として提示している｡ 中国は客観性
の原則, 経済的実質優先の原則, 有用性の原則,
継続性の原則, 比較可能性の原則, 適時性の原
則, 明瞭性の原則, 保守主義の原則, 重要性の
原則を提示している｡
韓国・日本・中国の財務会計の一般原則の内
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＜表１＞ 韓国・日本・中国の財務会計の一般原則の比較表
韓 国 日 本 中 国
１）信頼性の原則
会計処理および報告は信頼できるよ
うに客観的な資料と証拠によって公
正に処理しなければならない。
１）真実性の原則
企業の経営実績および財政状態に関し
真実の報告をしなければならない。日
本の企業会計が要求する七つの一般原
則は第一の真実性の原則を最高の会計
規範として、その他の原則は真実性を
基本にした原則と解釈される。
１）客観性の原則
会計の記録および報告は客観的事実
を根拠にしなければならない。
２）明瞭性の原則
財務諸表の様式および科目と会計用
語は理解しやすいよう簡単明瞭に表
示しなければならない。
２）明瞭性の原則
企業会計は財務諸表上に企業利害関
係者が必要な会計事実を明瞭に表示
して企業の状況に関する判断を誤ら
ないようしなければならない。
２）明瞭性原則
企業の財務報告は明瞭で理解可能で
なければならない。
３）十分性の原則
重要な会計方針と会計処理基準、科
目および金額に関しては、その内容
を財務諸表上に十分に表示しなけれ
ばならない。
３）資本・収益区分の原則
資本取引と損益取引を明確に区分し
なければならず、とりわけ資本剰余
金と利益剰余金を混同してはならな
い。
３）有用性の原則
会計情報は情報利用者に有用でなけ
ればならない。
４）継続性の原則
会計処理に関する基準および規定は
期間別比較が可能なように毎期継続
して適用し正当な事由なく、これを
変更してはならない。
４）継続性の原則
会計処理の原則および方法は毎期継
続して適用し、みだりにこれを変更
してはならない。
４）継続性の原則
会計方法は前後一致しなければなら
ず勝手に変更してはならない。
５) 重要性の原則
会計処理と財務諸表上において科目
と金額はその重要性によって実用的
な方法により決定しなければならな
い。
５）正規の簿記の原則
企業会計は全ての取引において正規の
簿記の原則によって正確な会計帳簿を
作成しなければならない。正規の簿記
の原則は正確な会計帳簿の作成に関す
る原則であると同時に正確な会計帳簿
に基づく貸借対照表および損益計算書
を作成することを要求する原則である。
５）重要性の原則
資産と負債そして損益等が財務諸表利
用者の合理的な意思決定に影響を与え
得る事項は規定された会計方法と規定
された順序に従って処理し、財務報告
に十分且つ正確に報告されなければな
らず、そうでない場合、適当に簡便な
処理方法を適用することができる。
６）保守主義の原則
会計処理過程で2以上の選択可能な方
法がある場合は財務的基礎を堅固に
する観点によって処理しなければな
らない。
６）保守主義の原則
企業の財政に不利な影響を与える可
能性がある場合、これに対する適切
な会計処理をしなければならない。
（韓国の企業会計一般原則第6項保守
主義の原則と類似している）
６）保守主義の原則
会計処理においては保守主義の原則
に従わなければならず、資産と収益
を多く報告し、もしくは負債と費用
は少なく報告するなどしてはならな
い。
7）実質の優先原則
会計処理は取引の実質と経済的事実
を反映することが出来なければなら
ない。
7）単一性の原則
株主総会に報告する目的や信用目的
もしくは租税目的のため別の財務諸
表を作成する必要がある場合、政策
の考慮のために会計記録の真の事実
を歪曲してはならない
７）経済的実質の優先原則
会計事項の経済的実質に優先して会
計処理をしなければならない。
8）適時性の原則
会計処理は適時的でなければならず、
さかのぼらせたり、遅らせて処理し
てはならない。
9）比較可能性の原則
会計処理は規定により同一の基準に
よらなければならず、企業間相互比
較が可能でなければならない。
容を比較検討すると＜表１＞の通りである｡
１. 財務会計の一般原則の類似点
韓国・日本・中国の財務会計の一般原則は信
頼性 (日本は真実性, 中国は客観性), 明瞭性,
継続性, 保守主義を提示しているという点で類
似している｡ そして, 韓国と中国は重要性と経
済的実質の優先を一般原則として提示している
という点で類似している｡
２. 財務会計の一般原則の相違点
韓国と日本は, 企業会計基準において財務会
計の一般原則と財務諸表の作成基準を別に提示
しているのに反し, 中国の企業会計基準は財務
会計の一般原則で財務諸表の作成基準を扱って
いる｡ したがって本研究は, 中国の財務会計の
一般原則の中から財務諸表の作成基準を別に分
離して研究しようと思う｡ 韓国・日本・中国の
財務会計の一般原則は, 大体次のような相違を
見せている｡
１) 信頼性の原則
韓国と中国は信頼性 (中国は客観性と表現)
を財務会計の一般原則の一つとしてその他の原
則と同等な位置で扱っているが, 日本は信頼性
に該当する真実性の原則を最高の会計規範 (共
通一般原則) として, その他の原則は真実性を
共通にした個別一般原則として提示する｡ それ
ばかりか正規の簿記の原則と単一性の原則を提
示して, 会計情報の信頼性をもっとも重要な位
置に置き提示しているという点で特異である｡
したがって, 会計情報の信頼性を強調すること
において韓国・日本・中国は多くの相違を見せ
る｡
韓国は信頼性を含む正規の簿記の原則, 剰余
金の原則 (現資本・損益区分の原則), そして
単一性の原則等を, 1958年に制定された ｢企業
会計原則｣ の一般原則に全て含めていたが1976
年の改正時に信頼性を除外して全て削除された｡
正規の簿記の原則の場合, 一般原則から削除
する変わりに当時改正された ｢企業会計原則｣
の前文に明示することで正規の簿記の原則の重
要性を認定するようにしたが, なぜ一般原則か
ら前文に移されたかについての理由や背景に対
する説明が無く, 当時, 正規の簿記の原則の重
要性や一般原則から前文に移すことに対する妥
当性の検討が十分に先行していたかが明らかで
ない｡ なぜなら, 1981年 ｢企業会計基準｣ 制定
時にこの原則がどこにも明示されず消えるため
である｡
この正規の簿記の原則は, まだ誠実記帳文化
が定着していない韓国的会計環境では一般原則
に含めて強調することが必要であると思われる｡
２) 重要性の原則
韓国と中国の財務会計の一般原則で提示され
た重要性の原則は, 重要性によって会計処理方
法を決定するようにした原則で実用性を強調し
たものである｡ 日本は重要性の原則を一般原則
で提示せず, 企業会計原則註解で提示している｡
３) 十分開示の原則
韓国は十分開示を財務会計の一般原則として
提示しているが, 日本と中国では十分開示の原
則を提示していない｡ 韓国の十分開示の原則は
完全開示の概念である｡ したがって, 韓国の十
分開示の原則は財務諸表の利用者の中でも投資
者と債権者の利益保護に力点を置いたものであ
ると見ることができる｡
４) 継続性および比較可能性の原則
韓国や日本そして中国は全て継続性の原則を
提示して, 同一企業内の互いに異なる会計期間
の比較可能性を強調している｡
中国は継続性の原則とは別に, 互いに異なる
企業間の比較可能性を強調した比較可能性の原
則を提示している｡ 韓国はこのような互いに異
なる企業間の比較可能性を一般原則では提示し
ていないが, 財務会計概念フレームワークで比
較可能性を提示して, この比較可能性は期間別
比較可能性と企業間の比較可能性全てを包括す
る概念として提示している｡
したがって, 企業間の比較可能性について,
最も重要視するのは中国であり, 次に韓国の順
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である｡
５) 経済的実質の優先原則
韓国と中国は経済的実質優先の原則を提示し
ているが, 日本は経済的実質の優先原則を提示
していない｡
Ⅲ. 財務諸表の種類と様式および体系
財務諸表は, 企業がその利害関係者に対し企
業の財務状態と経営成果およびキャッシュフロ
ーに関する会計情報を提供する手段であり, そ
の情報は企業に関連するすべての意思決定と財
務会計, および資本市場発展に重要な資料にな
る｡ 各国の財務諸表は種類と様式および体系で
類似点と相違点が存在する｡
１. 財務諸表の種類
１) 韓国の財務諸表の種類
韓国の主要財務諸表は貸借対照表, 損益計算
書, 利益剰余金処分計算書もしくは欠損金処理
計算書とキャッシュフロー計算書で構成される｡
財務会計の概念フレームワークでは財務報告の
核心的な手段である財務諸表は一般的に貸借対
照表, 損益計算書, 財務状態変動に関する報告
書, 注釈等で構成すると考えられているが, 企
業会計基準では利益剰余金処分計算書を主要財
務諸表と提示している｡
２) 日本の財務諸表の種類
日本の主要財務諸表は貸借対照表, 損益計算
書, キャッシュフロー計算書, 利益金処分計算
書, もしくは損失金処理計算書で構成される｡
３) 中国の財務諸表の種類
中国の主要財務諸表は資産負債表, 利潤表,
キャッシュフロー計算書で構成される｡
４) 韓国・日本・中国の財務諸表の種類の類
似と相違
韓国・日本・中国の主要財務諸表の種類を比
較すると＜表２＞のようである｡
韓国は, 1994年 ｢企業会計基準｣ の第６次改
正で従来主要財務諸表の一つとしてきた財務状
態変動表をキャッシュフロー計算書に変えて作
成するようにし, 日本も会計基準の国際的動向
と必要性によって1999年に企業会計基準の改正
を通じてキャッシュフロー計算書を主要財務諸
表として取り入れ, 中国もやはりキャッシュフ
ロー計算書を主要財務諸表として取り入れてい
る｡
中国の利潤表は韓国の損益計算書に該当し,
中国は利潤分配表 (韓国の利益剰余金処分計算
書に該当する) を付属財務諸表として提示して
いる｡
２. 財務諸表の様式および体系
１) 貸借対照表の様式および体系
(1) 韓国の貸借対照表の様式と体系
① 構成要素
貸借対照表の構成要素は資産, 負債, 資
本の３項目を含む｡ 資産は流動資産と固定
資産で構成され, 流動資産は当座資産と棚
卸資産で構成され, 固定資産は投資資産,
有形資産および無形資産で構成される｡ 負
債項目は流動負債と固定負債で構成され,
資本は, 資本金, 資本剰余金, 利益準備金,
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＜表２＞ 主要財務諸表の種類比較表
韓 国 日 本 中 国
貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表
損益計算書 損益計算書 利潤表
利益剰余金処分計算書 (もし
くは欠損金処理計算書)
利益剰余金処分計算書 (もし
くは欠損金処理計算書)
キャッシュフロー計算書 キャッシュフロー計算書 キャッシュフロー計算書
資本準備金で構成される｡ そして, 資産と
負債の流動性分類の基準は１年となっている｡
② 様式
貸借対照表の様式は, 報告式(付録１参
照)または勘定式(付録２参照)を使用する
よう規定しており報告式と勘定式の内, ど
の様式によるとも報告する内容は同一であ
る｡ しかし, 様式において, 報告式は資産
負債, 資本の順に報告するのに対し, 勘定
式では左側には資産を, 右側には負債と資
本を報告する形式となっている｡
(2) 日本の貸借対照表の様式と体系
① 構成要素
貸借対照表の構成要素は, 資産, 負債,
資本の３項目を含む｡ 資産は流動資産と固
定資産および繰延資産１) に大きく分類さ
れる｡ 固定資産は, 流動固定資産と無形固
定資産および投資とその他の資産に分類さ
れる｡ 日本の繰延資産は創業費(創立費),
開業費, 試験研究費, 開発費, 新株発行費
社債発行費, 社債発行差金および配当建設
利子(建設利息)を包括する概念である｡ 負
債項目は, 流動負債と固定負債で構成され
資本は, 資本金, 資本剰余金, 利益剰余金
で構成される｡ 利益剰余金は, 利益準備金
任意積立金, 当期未処分利益を含む｡ 資産
と負債の流動性分類基準は原則的に営業循
環基準であり, これに１年基準を加味して
いる｡
② 様式
財務諸表を当該会計年度分と直前会計年
度分を比較する形式で作成するのは任意的
選択事項であり, 様式は報告式を原則とす
る｡ 特に証券取引法による財務諸表等規則
では報告式によるよう第６条に規定されて
いる(付録３参照)｡ 商法施行規則では貸借
対照表を報告式と勘定式のどちらも使用で
きるよう規定しているが, 一般的に貸借対
照表公表時に勘定式を使っている｡
(3) 中国の貸借対照表の様式および体系
① 構成要素
中国の貸借対照表は資産, 負債, 所有主
権益 (股東権益) で構成される｡ 資産は流
動資産, 長期投資, 固定資産２), 無形資産
で構成され, 負債は流動負債と長期負債,
および納税引当金で構成される｡ 所有主権
益は資本金, 資本公積金３), 剰余公積金４)
および未処分利潤５) で構成される｡
そして, 流動性分類の基準は１年, もし
くは１年以上の営業周期の中から長い方と
なっている｡
② 様式
資産負債表の様式は勘定式と規定されて
いる｡
資産負債表は当該会計年度分と直前年度
分を比較する形式で作成する(付録4参照)｡
２) 貸借対照表の様式および体系の類似点と
相違点
(1) 貸借対照表の様式よび体系の類似点
韓国, 日本, 中国の貸借対照表体系の類似点
は流動性配列によって資産と負債を配列してい
るという点, 貸借対照表の構成要素は大きく資
産, 負債, 資本で構成されるという点で類似す
る｡
(2) 貸借対照表の様式および体系の相違点
① 流動性分類の基準
韓国は流動性分類の基準として１年を提示し
ているが, 日本は原則的に営業循環基準として
１年基準を加味しており, 中国は１年もしくは
営業周期中から長いものを提示している｡
②非流動資産の分類
韓国において資産は流動資産と非流動資産で
ある固定資産に分類し, 固定資産は投資資産,
有形資産および無形資産に分類する｡ 日本では
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1) 韓国の ｢繰延資産｣ に該当する勘定科目である｡
2) 韓国の ｢有形資産｣ に該当する勘定科目である｡
3) 韓国の資本剰余金に該当する勘定科目である｡
4) 韓国の利益剰余金に該当する勘定科目である｡
5) 未処分利益で利益剰余金に算入しなかった利益
である｡
非流動資産として固定資産および繰延資産に大
きく分類して, 固定資産は有形固定資産と無形
固定資産, そして投資とその他の資産に分類す
る｡ 中国は非流動資産として長期投資, 固定資
産, 無形資産で構成される｡
ここで韓国, 日本, 中国の固定資産と非流動
資産の概念が相違していることが分かる｡
韓国と日本の場合, 固定資産は投資資産, 有
形資産および無形資産を包括する概念であるの
に反して, 中国の固定資産は韓国の有形資産に
該当する概念である｡ そして, 日本は韓国と中
国とは異なり非流動資産として固定資産以外に
繰延資産を含めている｡
③負債の分類
韓国と日本は負債を流動負債と固定負債に分
類しているのに反し中国は流動負債と固定負債
の外, 納税引当金を別途に負債項目として提示
している｡
④資本の分類
資本の場合, 韓国は資本金, 資本剰余金, 利
益剰余金を明確に区分し資本準備項目を設定し
たのに反し, 日本は韓国のように資本金, 資本
剰余金, 利益剰余金を区分したが資本準備項目
は設定していない｡ 中国の場合所有主持分項目
として資本金, 資本剰余金, 利益剰余金および
未処分利潤で構成され資本準備項目は設定しな
いでいる｡
２) 損益計算書の様式および体系
(1) 韓国の損益計算書の様式および体系
① 構成要素
損益計算書の構成要素は収益として売上高,
営業外収益, 特別利益等で構成されており費用
は売上原価, 販売費と管理費, 営業外費用, 特
別損失, 法人税費用等に分かれる｡
② 様式
韓国の企業会計基準で定めている損益計算書
は報告式で作成するように規定しており, 売上
総利益, 営業利益, 経常利益, 法人税差し引き
前純利益および当期純利益で構成される多段階
損益計算書になっている (付録５と付録６参照)｡
(2) 日本の損益計算書の様式および体系
① 構成要素
損益計算書の構成要素は収益として売上高,
営業外収益, 特別利益等で構成されており, 費
用は売上原価, 販売費と一般管理費, 営業外費
用, 法人税と住民税および事業税に法人税等引
当金６) を加減した費用等に分かれる｡
②様式
日本の企業会計基準で定めている損益計算書
は報告式で作成するよう規定しており利益区分
の原則によって売上総利益, 営業利益, 経常利
益, 税引き前当期純利益, 当期純利益および当
期未処分利益等で構成される多段階損益計算書
になっている (付録７参照)｡
法人税と住民税および事業税に法人税等準備
額を差し引いた後, 費用を税引き前当期純利益
から差し引き当期純利益を計算する｡ 韓国は株
あたり経常利益と株あたり純利益を注記して損
益計算書上に表すようしたのに対し, 日本は株
あたり純資産額と株あたり純利益を損益計算書
の注釈事項として表すようしている｡ そして日
本は損益計算書上に付加的に前期繰越利益 (も
しくは前期繰越損失)７), 中間配当積立金取崩
し額８), 中間配当額, 中間配当利益準備積み立
て額を当期純利益に加減して当期未処分利益
(または当期未処理損失) を計算してこれを損
益計算書上に表示するようにした｡ 中間配当額
は, 事業年度を１年とする株式会社が１回に限
って一定の日を定めてその日の株主に対し取締
役会の決議に基づき現金を配当できるようした
ものを言う｡ 中間配当は期中に定められるもの
であるため, その金額に見合う金額は当期未処
分利益の減少としなければならない｡ そのため
当期未処分利益の算定において控除科とになり
中間配当をする場合中間配当額の 1/10 を利益
準備金として積み立てるようになっている｡ こ
れが日本の特徴である｡
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6) 韓国の法人税費用に該当する。
7) 前期繰越利益や前期繰越損失は韓国の前期移越
利益や前期移越損失に該当する勘定科目である。
8) 中間配当積立金取崩額は, 韓国の中間配当積立
金移入額に該当する勘定科目である。
(3) 中国の利潤表の様式および体系
中国の利潤表は韓国の損益計算書に該当する
(付録８参照)
その構成要素と様式は次のとおりである｡
① 構成要素
構成要素には収益として製品販売収入９), 投
資収益, 営業外収入10) があり費用には製品販売
原価, 製品販売費用, 製品販売税金および付加
費, 管理費用, 財務費用, 営業外支出11), およ
び所得税で構成される｡
② 様式
中国企業会計基準で定めている損益計算書は
報告式で作成するよう規定しており, 製品販売
利潤12), 営業利潤13), 利潤総額, 純利潤14) で構
成される多段階損益計算書になっている (付録
参照)｡
(4) 損益計算書の様式および体系の類似性と
相違性｡
①韓国・日本・中国の損益計算書の様式は多
段階の報告式で構成されていると言う点で類似
性を見せている｡
②韓国・日本の損益計算書上の収益と費用の
分類は類似する反面, 中国では特別利益, もし
くは特別損失項目を別途に提示せず営業外収益
もしくは営業外費用に含める｡
③ 韓国は税引き前当期純利益に対する法人
税費用を計上するのに対し, 中国は納付税額を
計上し日本は納付税額と法人税等引当金を計上
して法人税費用をあらわしている｡
④ 損益計算書の体系は韓国の場合, 当期純
利益の次に株あたり経常利益と株あたり純利益
を注記して損益計算書上に表すようにしたのに
対し, 日本は株あたり純資産額と株あたり純利
益を損益計算書の注釈事項で表すようにした｡
そして日本は損益計算書上に付加的に前期繰
越利益 (もしくは前期繰越損失), 中間配当積
立金取崩額, 中間配当額, 中間配当利益準備金
積立額を当期純利益に加減して未処分利益を計
算し, これを損益計算書に表示するようにした｡
とりわけ中間配当額の場合韓国では損益計算書
項目とせず, 利益剰余金処分計算書項目にして
いる｡
⑤ 損益計算書が当期純利益で終わる韓国と
当期未処分利益で終わる日本の相違のため日本
の利益処分計算書は損益計算書の最終項目であ
る当期未処分利益を利益処分計算書の最初の科
目として使うのに対し, 韓国の利益剰余金処分
計算書は前期繰越利益剰余金と当期純利益を小
分類科目として表示して, これを合算した金額
を処分前利益剰余金科目として表示するように
している｡
⑥ 韓国の場合, 貸借対照表と損益計算書の
様式と体系を大幅に簡素化する要約式を従来の
標準式とともに導入して, 標準式もしくは要約
式で作成できるようにした｡ したがって貸借対
照表の場合売出債権, 有形資産, 長期買い入れ
債務, 転換社債等を純額で記載することができ,
この場合その内容を注釈で記載するようにし,
棚卸資産, 無形資産, 資本金, 資本剰余金, 利
益剰余金, そして資本準備金を一括して計上し
得るようにした｡
損益計算書の場合, 売上原価を一括記載して
販売費と管理費を一括して記載できるようにし
た｡ そして要約式貸借対照表と損益計算書の場
合金額が重要でないものは記載を省略できるよ
うにした｡
Ⅳ. 貸借対照表および損益計算書作成基準
１. 貸借対照表作成基準
１) 韓国の基準
韓国企業会計基準第11条では貸借対照表作成
基準を下記のように定めている｡
(1) 総額主義
資産・負債および資本は総額によって記載す
ることを原則とし, 資産の項目と負債もしくは
資本の項目を相殺することで, 全部もしくは一
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9) 韓国の売上高に該当する勘定科目である｡
10) 韓国の営業外収益に該当する勘定科目である｡
11) 韓国の営業外費用に該当する勘定科目である｡
12) 韓国の売上総利益に該当する勘定科目である｡
13) 韓国の営業利益に該当する勘定科目である｡
14) 韓国の当期純利益に該当する勘定科目である｡
部を貸借対照表から除外してはならない｡
(2) 科目分類
貸借対照表は資産・負債および資本に区分し
て資産は流動資産および固定資産に負債は流動
負債および固定負債に, 資本は資本金・資本剰
余金・利益剰余金および資本準備金にそれぞれ
区分する｡
(3) 流動性分類
資産と負債は１年を基準にして流動資産もし
くは固定資産, 流動負債もしくは固定負債に区
分するのを原則とする｡
(4) 流動性配列
貸借対照表に記載する資産と負債の項目配列
は流動性配列法によることを原則とする｡
(5) 資本剰余金と利益剰余金の区分
資本取引で発生した資本剰余金と損益取引で
発生した利益剰余金は混同して表示してはなら
ない｡
(6) 未決算項目等の適正表示
仮払金もしくは借受金等の未決算項目はその
内容を表す適切な科目で表示し, 対照勘定等の
備忘勘定は貸借対照表の資産もしくは負債項目
で表示してはいけない｡
２) 日本の基準
(1) 会計方針等の開示の原則
(2) 明瞭表示の原則
① 総額主義
② 科目分類
貸借対照表の科目分類基準は会計期間基
準を原則とし１年基準を加味している｡
③ 科目配列
流動性配列法によって科目を配列する｡
④ 様式
報告式とする｡
３) 中国の基準
(1) 歴史的原価主義
(2) 科目分類
(3) 流動性配列
(4) 資本項目区分
４) 貸借対照表作成基準の比較
韓国・日本・中国の貸借対照表の作成基
準を比較すると＜表３＞のようである｡
(1) 貸借対照表作成基準の類似点
＜表３＞でみられるように, 貸借対照表の作
成基準として流動性分類基準を提示していると
言う点で韓国・日本・中国が同じであり, 韓国
と日本が総額主義と流動性配列を, 韓国と中国
が科目分類と資本項目の区分を提示している点
で同じである｡
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＜表３＞貸借対照表作成基準比較表
韓 国 日 本 中 国
会計方針の開示
総額主義 総額主義
科目分類 科目分類
流動性分類 科目分類 (流動性分類) 流動性分類
流動性配列 科目配列 (流動性配列)
資本剰余金と
利益剰余金区分
資本項目区分
適正表示 様式 歴史的原価主義
(2) 貸借対照表作成基準の相違点
日本は資本剰余金と利益剰余金の区分を一般
原則で提示しているのに対し, 韓国はこれを貸
借対照表の作成基準で提示している｡ 韓国が適
正表示を, 日本が会計方針等の開示の原則と様
式基準を, そして中国が歴史的原価主義を貸借
対照表の作成基準にそれぞれ提示している点が
互いに異なる｡ また中国は流動性分類は提示し
ているが, 韓国と日本とは異なり流動性配列は
提示していない｡ 中国は企業会計基準で財務諸
表作成の一般原則よりは, 既に規定された財務
諸表の様式に各項目の作成方法を詳細に説明し
ていると言う点で韓国や日本に比べて異なって
いる｡ 中国の貸借対照表の作成基準は中国の企
業会計制度が詳細に成文化されている状況で,
専門家の職業的判断に対する選好よりは最大限
統一性を追及する強い性向を示している｡
２. 損益計算書の作成基準
１) 韓国の基準
(1)発生主義
すべての収益と費用は発生した期間に配分さ
れるよう処理しなければならない｡ ただし, 収
益は実現時期を基準に計上して未実現収益は当
期の損益計算に算入しないことを原則とする｡
(2) 収益と費用の対応
収益と費用はその発生源泉にしたがって明瞭
に分類し, 各収益項目とそれに関連する費用項
目とは対応表示しなければならない｡
(3) 総額主義
収益と費用は総額によって記載することを原
則とし, 収益項目と費用項目を直接に相殺する
ことによってその全部または一部を損益計算所
から除外してはならない｡
(4) 区分表示
損益計算書は売上総利益, 営業利益, 経常利
益, 税引前当期純利益と当期純利益に区分表示
しなければならない｡ ただし, 製造業・販売業
および建設業以外の企業にあっては売上総利益
の区分表示を省略することができる｡
２) 日本の基準
(1) 開示原則
(2) 明瞭表示の原則
① 総額主義
② 科目分類
発生源泉分類と対応表示基準で韓国の収益
と費用の対応基準と似ている｡
③ 科目配列
区分計算基準で韓国の区分表示基準と似て
いる｡
④ 様式
報告式とする｡
３) 中国の基準
(1) 発生主義
(2) 収益と費用の対応
(3) 収益的支出と資本的支出の区分
４) 損益計算書作成基準の比較
損益計算書の作成基準を比較すると＜表４＞
のとおりである｡
(1) 損益計算書作成基準の類似性
＜表４＞で見えるように, 韓国と日本そして
中国がすべて収益と費用の対応を損益計算書の
作成基準として提示している｡ また, 韓国と日
本は総額主義と区分表示を, 韓国と中国は発生
主義を作成基準として提示している点で同じで
ある｡
(2) 損益計算書作成基準の相違点
日本は韓国や中国とは異なり, 発生主義を損
益計算書作成基準として提示しておらず, 計算
原則(規定)として定めている反面, 開示の原則
と様式の基準を提示している｡ 中国は韓国や日
本と異なり, 総額主義と区分表示を提示せず,
収益的支出と資本的支出の区分を提示している
点で相互に異なる｡
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Ⅴ. 財務諸表構成要素の認識と測定基準
１. 資産・負債の認識と測定基準
資産・負債の認識および測定とは, 貸借対照
表に記載される資産や負債の金額を決定するこ
とである｡ 資産や負債の認識とか測定基準なる
ものは, 財務諸表において相互に異なる基準で
多様に結合されている｡ このような認識および
測定方法は当該資産や負債の種類(流動性や市
場性の有無), 使用, 保有目的などにより異な
りうる｡ 保守主義の立場, 公衆利害の保護, 各
国の社会経済的現実や与件が考慮され, 決定さ
れる｡ したがって, 各国の財務会計基準は, そ
の社会の会計的環境により, 財務報告の基本原
則ならびに資産・負債の認識および測定基準を
提示することとなる｡
１) 保守主義の原則の適用において, 韓国・
日本・中国間で大きな差異が見られる｡
韓国は明文化された財務会計概念フレームワ
ーク15) において, 保守主義を独立した質的特性
としていない｡ 中立性に含めており, 保守主義
については弱い性向を見せている｡ これに対し,
日本や中国は保守主義について比較的強い価値
観を選好している｡ 財務会計の概念フレームワ
ークにおいて, 保守主義を重要な会計原則とし
て提示している｡
したがって, 中国や日本では, 資産・負債の
認識および測定については, 歴史的原価主義に
もとづく低価主義を提示している｡ しかし, 日
本では最近, 企業会計基準の改正を通じて, 一
部金融商品に対し時価評価を導入し, デリバテ
ィブにかぎり現在価値を適用することとした｡
これにより, 従来の比較的強い保守主義の会計
的価値観を脱皮せんとする傾向を見せている｡
韓国は, 現在価値, 公正価額, 実現可能価額な
ど, さまざまな価値基準を適切に適用する等の,
公衆利害関係者に対して企業の財務情報を客観
的に評価ないし開示せんとする努力を見せてい
る｡
２) 韓国・日本・中国は, 資産・負債の認識
および測定の原則として, 歴史的原価主義を提
示している｡ しかしながら, 歴史的原価主義に
もとづく多様な測定基準の適用面において, 相
互に相違するところも見せている｡
たとえば, 韓国では長期年賦条件の売買取引,
長期金銭貸借取引その他, これに類する取引に
おいて発生する債権債務のうち, 名目価額と現
在価値間の差異が重要な場合には, これを現在
価値で測定するよう規定している｡ これに対し,
日本ではデリバティブにかぎって現在価値を適
用することとしており, 中国ではこの種の会計
事項について現在価値適用の規定は見られない｡
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＜表４＞ 損益計算書の作成基準比較表
韓 国 日 本 中 国
開示
発生主義 発生主義
収益と費用の対応
科目分類
(収益と費用の対応)
収益と費用の対応
総額主義 総額主義
区分表示 科目配列 (区分計算)
様式
収益的支出と
資本的支出の区分
15) 日本や中国では, 財務会計概念フレームワーク
がいまだ明文化されていない｡
３) 資産項目の分類方法において, 韓国･日
本・中国では相互に差異が見られる｡
最初に繰延資産について例示しよう｡ 韓国で
は新しく改正された企業会計基準において, 繰
延資産項目は削除された｡ 既存の繰延資産項目
であるところの創業費・開業費は, 当期の費用
とした｡ 会社設立時に発行された株式の発行費
は創業費に含めることとし, 当期費用化した｡
一方, 新株発行費は払込資本控除法を採択して
いる｡ これに対し, 日本では, 以上の項目を繰
延資産に含めている｡ 韓国では, 配当建設利子
(日本における建設利息) は資本払戻説にした
がい投資額の返還とみて, 資本の控除項目であ
る資本調整として記録する｡ 日本では, 繰延資
産説にしたがい, 繰延資産として分類している｡
中国では, 創業費・開業費および新株発行費は,
その他資産とみて, １年以上の期間内に費用処
理するよう規定されている｡
もう一つの例示として, 外貨建項目を取り上
げよう｡ 韓国では, 海外支店または海外事業所
における外貨建資産・負債・損益項目を一括し
てウォン貨に換算する場合には, 換算損益を計
上する｡ その差額は, ｢海外事業換算差｣ また
は｢海外事業換算貸｣ という科目で, 資本から
控除ないし付加する形式の資本調整として表示
することとなっている｡ しかし, 日本の場合,
外貨取引等会計処理基準にしたがえば, 在外子
会社等の外貨建財務諸表を円貨に換算する場合
の換算差額は, 外貨換算調整勘定に計上する｡
この勘定は, 資本の部において表示することに
なっている｡ 中国では, 当期費用に算入するよ
う規定されている｡
２. 収益・費用の認識および測定基準
剰余生産物に対する測定の原理および方法は,
生産関係の違いにより異なってくる｡ すなわち,
剰余生産物はその収益から費用を差し引き計算
する点で似ているが, 原価の概念が資本主義的
生産関係にある国家と社会主義的生産関係にあ
る国家とでは, 理論的に一致しない｡ 実務にお
いても, 原価の内容は異なっている｡ とくに,
剰余生産物の分配はまったく異なっている｡ 社
会主義的生産関係における社会では, 剰余生産
物は生産手段を所有している国家ないし労働者
集団に帰属する｡ しかし, 資本主義的生産関係
にある社会では, 投資者である資本家に帰属す
る｡
１) 収益の認識および測定基準
収益に関する主要な会計的争点は, ある取引
から発生する収益をどの時点で認識するのか,
という問題である｡ 収益として認識されるため
の基本的な条件は, 未来の経済的便益が企業に
流入することが確実であることと, このような
便益を測定できるということである｡
売上高の認識基準については, 韓国では, 弱
い保守主義の性向を見せている｡ 中国は強い保
守主義の性向を見せており, 日本は両国の中間
の位置にあると見ることができる｡ すなわち,
売上高の認識基準については, 韓国と日本は商
品の引渡し時点としている｡ 中国は, ①商品所
有権ならびに主要な危険等が購買者に移転され
ること, ②企業において商品所有権に関連した
権限が存在せず, 商品に対する統制権を喪失し
ていること, ③商品の販売に関連した経済的利
益が企業にもたらされる可能性があること, ④
関連した収益および原価を確実に測定できるこ
と, これらの条件が満たされた場合に, 収益と
して認識するものと規定している｡
長期請負工事の場合の認識においては, 韓国
は進行基準を提示しているが, 中国と日本では,
進行基準と完成基準のうちいずれか一つを選択
して適用することと規定されている｡
前期誤謬修正損益については, 日本では特別
損益項目として区分している｡ 韓国の場合, 前
期誤謬修正損益は, 原則として当期損益計算書
の営業外損益のうち前期誤謬修正損益として報
告することとなっている｡ ただ, 財務諸表の信
頼性を損なうほどに重大な誤謬の場合には, 累
積効果を前期誤謬修正損益とし, 前期繰越利益
剰余金に反映せしめ, 関係勘定残高を修正する
ものとしている｡ 中国の場合, 前期誤謬修正損
益は前期繰越利益剰余金に反映させる処分前利
益剰余金調整項目としている｡
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２) 費用の認識および測定基準
費用認識基準に関する会計的争点は, 費用の
分類, 費用の認識時期, および費用の金額測定
等である｡
(1) 費用の分類
費用の分類は, 主として合理性と合法性のう
ち, 優先される側面が強調される｡ 合理性を重
視する社会においては, 費用は企業における営
業との関連性, 経常的な経営との関連性に応じ
て分類される｡ 合法性を優先する社会において
は, 費用の効果性情報よりは費用の合法性につ
いての検証をいっそう重視する｡ そのため, 費
用の経済的内容による分類のみを強調し, 費用
の効果性は重要視しない｡
費用の合理性が合法性よりも優先される韓国
や日本では, 費用を営業費用・営業外費用・特
別損失等に区分しており, 原価計算方法も類似
している｡ 韓国は特別損益項目として, 非経常
的でありながら非反復的に発生する営業外損益,
資産受贈益, 債務免除益, 保険差益, 災害損失
等を含むものと規定し, 特別損益の範囲を幅広
く定めている｡ 他方, 日本は前期誤謬修正益,
固定資産売却益等を特別利益に算入し, 前期誤
謬修正損失, 固定資産売却損, 災害損失等を特
別損失に算入するよう規定している｡
生産手段の共有制度のもとでは, 費用の支出
は費用支出の合法性が合理性よりも優先される｡
費用が確実に発生したのであれば, それがどの
ような費用であれ, 費用の効用問題は資本主義
社会ほど重要でない｡ なぜならば, 国家として
は, 費用の発生が合法的か否かを主に評価する
こととなり, 合法性が合理性よりも優先される
ためである｡ したがって, 資本市場がある程度
形成された中国ではあるが, 韓国や日本とは異
なり, 特別利益や特別損失を独立して区分する
ことはない｡ 中国では, 費用を営業費用・営業
外費用に区分し, 営業費用は製品原価と期間費
用とに区分する｡ 製品原価は, 製造原価概念と
しての直接材料費・直接労務費・その他直接費,
および間接費を包括する概念である｡ 期間費用
としては, 財務費用・販売費用・一般管理費を
含む｡ 財務費用としては, 資産原価を構成しえ
ない利子費用・手形手数料等が含まれる｡ 営業
外費用には, 企業の経営活動と直接関連のない
費用, および特別損失等が含まれる｡
(2) 費用の認識時期と金額測定
費用の認識時期および金額測定に関して, 韓
国･日本･中国間で相互に類似性と相違性を強く
表わしているのは, 利子費用, 研究開発費, 創
業費等である｡
① 利子費用
韓国では, 金融費用は期間費用として処理
することを原則としている｡ しかし, 製造,
購入, 建設または開発等に１年以上かかる棚
卸資産・投資資産・有形資産および無形資産
の取得原価を構成する金融費用に対しては,
それを客観的に測定できる場合, 資産の取得
原価に算入できるものと規定している｡ 日本
も利子費用の認識基準についてはこれに似た
規定を行なっているが, 中国では棚卸資産の
製造に投入された借入金利子費用の資本化は
認められていない｡
② 研究開発費
韓国では, 研究費と開発費とは厳格に区分
されている｡ 研究費は当期の費用に算入し,
開発費は識別可能にして資産性のあるものに
かぎって無形資産に分類するよう規定してい
る｡ 個別に識別不能であったり, 資産性のな
い開発費は, 経常開発費という科目で当期費
用に算入するよう規定している｡ これに対し
て, 日本や中国では研究開発費を当期の費用
に算入するよう規定している｡
③ 創業費
韓国では, 創業費は開業した会計期間の費
用に算入するよう規定されている｡ これに対
し, 中国ではその他資産として１年以上の期
間内に費用処理するよう規定されている｡ 日
本は創業費を繰延資産として認識し, ５年以
内の期間に毎期均等額以上を償却するよう規
定している｡
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Ⅵ. 結 論
本研究は, 東北アジアに位置する韓国・日本
・中国における財務諸表について, その類似性
と相違性を研究する目的でなされた｡ 財務会計
の一般原則, 財務諸表の種類・様式および体系,
貸借対照表および損益計算書の作成基準, そし
て財務諸表の構成要素に関する認識と測定基準
について, 韓国・日本・中国を比較研究した｡
本研究の結果を要約すれば, 次のとおりである｡
１. 財務会計の一般原則を比較することにより,
下記のような相異点が明らかとなった｡
①日本は真実性を第一次的な原則としている
が, 韓国や中国では, 日本における真実性の原
則に似た信頼性ないし客観性といった原則を,
他の原則と同等に提示している｡
②韓国における充分性の原則は完全開示を意
味する原則であり, 投資者や債権者の権益保護
に力点を置いている｡ これに対して, 日本や中
国では, 充分性の原則を独立して提示していな
い｡
③韓国や中国は重要性の原則を提示している
が, 日本では提示されていない｡ 一方, 日本で
は, 正規の簿記の原則, 単一性の原則, 資本・
損益区分の原則が独立して提示されている｡ 中
国では, 有用性, 適時性, 比較可能性等の原則
が別途さらに提示されている｡ こうした差異が
見られる｡
２. 財務諸表の種類面での差異として, 韓国や
日本では利益剰余金処分計算書を主要財務諸表
として規定しているのに対し, 中国では利益剰
余金処分計算書を付属財務諸表に位置づけてい
る｡
３. 財務諸表の様式と体系に, 下記のような差
異が見られる｡
①韓国では流動性基準を１年と定めているの
に対し, 日本では原則を営業循環基準とし, １
年基準をそれに加味している｡ 中国では１年ま
たは営業周期のうち, いずれか長い方としてい
る｡
②貸借対照表における資産の分類について,
韓国・日本・中国では, 固定資産と非流動資産
の概念が相互に異なっている｡ 資本の分類にお
いても, 韓国は資本調整項目を置いているが,
中国や日本はそれを置いていないといった相違
がある｡
③韓国では当期純利益の次に1株当たり経常
利益と１株当たり純利益を注記し, 損益計算書
上に示すこととしている｡ これに対し, 日本で
は1株当たり純資産額と１株当たり純利益を損
益計算書の注釈事項としている｡ 日本では中間
配当額の表示を損益計算書上に求めているが,
韓国では利益剰余金処分計算書上に表示するこ
ととしている｡
４. 貸借対照表の作成基準において, 流動性分
類基準を提示しているという点で, 韓国・日本
・中国は同一である｡ また, 韓国と日本は総額
主義と流動性配列を, 韓国と中国は科目分類や
資本項目の区分を提示している点は同一である｡
日本は韓国や中国とは異なり, 資本剰余金や利
益剰余金の区分を貸借対照表作成基準とは異な
る一般原則において提示している｡ 韓国が適正
表示を, 日本が会計方針等の開示原則や様式基
準を, そして, 中国が歴史的原価主義を貸借対
照表の作成基準として提示している点が, 相互
に異なっている｡ また, 中国は流動性分類を提
示しながらも, 韓国や日本と異なり, 流動性配
列は提示していない｡
５. 損益計算書の作成基準において, 韓国と日
本, 中国ともすべて, 収益と費用の対応を提示
している｡ 韓国と日本は総額主義と区分表示を,
韓国と中国は発生主義を作成基準として提示し
ている点で同一である｡
日本は韓国や中国と異なり, 発生主義を損益
計算書作成基準として提示しておらず, 計算原
則 (規則) として定めている｡ 一方, 開示原則
や様式基準を提示している｡ 中国は韓国や日本
とは異なり, 総額主義と区分表示を提示してお
らず, 収益的支出と資本的支出の区分を提示し
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ている点で, 相互に異なっている｡
６. 財務諸表における構成要素の認識や測定基
準において, 韓国は多様な価値測定基準 (現在
価値, 公正価値, 純実現可能価額など) を適用
しているのに対し, 日本や中国は歴史的原価主
義にもとづく低価主義を提示している｡ しかし,
日本は最近, 企業会計基準の改正を通じて, 一
部金融商品に対し時価評価を導入し, デリバテ
ィブにかぎり現在価値を適用することとした｡
これにより, 従来の比較的強かった保守主義会
計的価値観を脱皮する傾向を見せている｡ また,
収益と費用の認識において, 韓国と日本は合理
性を重視しているのに対し, 中国は合理性より
も合法性を重視するといった性向を見せている｡
以上の研究は, 東北アジア経済圏を形成する
韓国・日本・中国の経済活性化に寄与しうる財
務会計基準の調和と統一に必要な基礎資料とな
るであろう｡ また, 実務においては, 韓国・日
本・中国の財務報告書に対する理解と活用の幅
を拡げうることと思われる｡
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（付録１）韓国の貸借対照表 標準勘定式の様式および体系
貸借対照表
第×期 19××年×月×日現在
第×期 19××年×月×日現在
会社名 （単位：ウォン）
科 目
第×(当)期 第×(前)期
科 目
第×(当)期 第×(前)期
金 額 金 額 金 額 金 額
資産
Ⅰ. 流動資産
当座資産
・
・
棚卸資産
・
・
××× ×××
負債
Ⅰ. 流動負債
・
・
・
Ⅱ. 固定負債
・
・
・
×××
×××
×××
×××
負債合計 ××× ×××
Ⅱ. 固定資産
投資資産
・
・
有形資産
・
・
無形資産
・
・
××× ×××
資本
Ⅰ. 資本金
・
Ⅱ. 資本剰余金
株式発行超過
金
減資差益
その他資本剰
余金
・
Ⅲ利益剰余金
または欠損金
・
Ⅳ資本調整
・
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
資本合計 ××× ×××
資産合計 ××× ××× 負債および資本合計 ××× ×××
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（付録２）韓国の貸借対照表 要約勘定式の様式および体系
貸借対照表
第×期 19××年×月×日現在
第×期 19××年×月×日現在
会社名 （単位：ウォン）
科 目
第×(当)期 第×(前)期
科 目
第×(当)期 第×(前)期
金 額 金 額 金 額 金 額
資産
Ⅰ. 流動資産
・
・
・
××× ×××
負債
Ⅰ. 流動負債
・
・
Ⅱ. 固定負債
・
・
×××
×××
×××
×××
負債合計 ××× ×××
Ⅱ. 固定資産
投資資産
・
・
有形資産
・
・
無形資産
・
・
××× ×××
資本
Ⅰ. 資本金
Ⅱ. 資本剰余金１)
Ⅲ. 利益剰余金２)
または欠損金
・
・
Ⅳ. 資本調整
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
資本合計 ××× ×××
資産合計 ××× ××× 負債および資本合計 ××× ×××
１) 資本剰余金として一括して計上できる｡
２) 利益剰余金として一括して計上できる｡
＊勘定科目のうち金額が重要でないものは記載を省略できる｡
韓
国
・
日
本
・
中
国
の
財
務
諸
表
に
関
す
る
比
較
研
究
59
(付録３) 日本の貸借対照表の様式および体系
貸借対照表
前事業年度
(平成×年×月×日)
当事業年度
(平成×年×月×日)
前事業年度
(平成×年×月×日)
当事業年度
(平成×年×月×日)
区 分
注記
番号
金 額
構成比
(％)
金 額
構成比
(％)
区 分
注記
番号
金 額
構成比
(％)
金 額
構成比
(％)
(資産の部)
Ⅰ. 流動資産
(負債の部)
Ⅰ. 流動負債
流動資産合計
Ⅱ. 固定資産
有形固定資産
××× ××× 流動負債合計
Ⅱ. 固定負債
・
××× ×××
・
・
・
固定負債合計
負債合計
(資本の部)
Ⅰ. 資本金
Ⅱ. 資本剰余金
1.資本準備金
2.その他の資本剰余金
自己株式処分差益
資本剰余金合計
Ⅲ. 利益剰余金
1.利益準備金
2.任意積立金
中間配当積立金
3.当期未処分利益
(または当期未処理損失)
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
有形固定資産合計
無形固定資産
・
××× ×××
無形固定資産合計
投資その他資産
・
××× ×××
投資その他資産合計
固定資産合計
Ⅲ. 繰延資産
×××
×××
×××
×××
・
・
繰延資産合計 ××× ××× 利益剰余金合計 ××× ×××
資産合計 ××× ××× 資本合計 ××× ×××
負債資本合計 ××× ×××
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（付録４) 中国の貸借対照表の様式および体系
資 産 負 債 表
20××年 月 日
会社名 (単位：元)
資 産 期首金額 期末金額 負 債および 所 有 主 権 益 期首金額 期末金額
流動資産
貨幣資金
短期投資
受取手形
売掛金
差引：貸倒引当金
売掛金純額
前払金
その他未収金
棚卸資産
前払費用
未処分流動資産損失
１年以内満期長期投資
その他流動資産
流動資産 合計
長期投資：
長期投資
固定資産
固定資産原価
差引：固定資産減価償却
累計額
固定資産純価値
処分固定資産
建設仮勘定(在建工程)
未処分固定資産損失
固定資産 合計
無形資産および繰延資産
無形資産
繰延資産
無形資産および繰延資産合計
その他資産
繰延税額
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
流動負債：
短期借入金
支払手形
買掛金
前受金
その他未払金
未払給与
未払福利費
未払税金
未払利潤
その他未払金
未払費用
未払租税公課
１年以内満期長期負債
その他流動負債
流動負債 合計
長期負債：
長期借入金
未払債権
長期未払金
その他長期負債
長期負債 合計
繰延税額：
負債 合計
所有主権益
資本金
資本積立金
剰余積立金
未処分利潤
所有主持分 合計
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
資産 合計 ××× ××× 負債および所有主権益 合計 ××× ×××
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（付録５）韓国の損益計算書 標準式の様式および体系
損益計算書
第×期 19××年×月×日から 第×期 19××年×月×日まで
第×期 19××年×月×日から 第×期 19××年×月×日まで
会社名 （単位：ウォン）
科 目
第×(当)期 第×(前)期
金 額 金 額
Ⅰ. 売上高
Ⅱ. 売上原価
・
・
Ⅲ. 売上総利益
(または売上総損失)
Ⅳ. 販売費および管理費
・
Ⅴ. 営業利益
(または営業損失)
Ⅵ. 営業外収益
・
・
Ⅶ. 営業外費用
・
・
Ⅷ. 経常利益
(または経常損失)
Ⅸ. 特別利益
・
・
Ⅹ. 特別損失
・
・
. 法人税費用控除前純利益
(または法人税費用控除前損失)
. 法人税費用
. 当期純利益
(または当期純損失)
(１株当り経常利益：×××ウォン)
(１株当り純利益：×××ウォン)
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
××× ×××
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（付録６）韓国の損益計算書 要約式の様式および体系
損益計算書
第×期 19××年×月×日から 第×期 19××年×月×日まで
第×期 19××年×月×日から 第×期 19××年×月×日まで
会社名 （単位：ウォン）
科 目
第×(当)期 第×(前)期
金 額 金 額
Ⅰ. 売上高
Ⅱ. 売上原価
Ⅲ. 売上総利益
(または売上総損失)
Ⅳ. 販売費および管理費１)
・
Ⅴ. 営業利益
(または営業損失)
Ⅵ. 営業外収益
・
・
Ⅶ. 営業外費用
・
・
Ⅷ. 経常利益
(または経常損失)
Ⅸ. 特別利益
・
・
Ⅹ. 特別損失
・
・
. 法人税費用控除前純利益
(または法人税費用控除前損失)
. 法人税費用
. 当期純利益
(または当期純損失)
(１株当り経常利益：×××ウォン)
(１株当り純利益：×××ウォン)
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
××× ×××
１) 販売費および管理費を一括して記載できる｡
＊勘定科目のうち金額が重要でないものは記載を省略できる｡
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（付録７）日本の損益計算書の様式および体系
損益計算書
（金額単位：千円または百万円）
区 分
注記
番号
前事業年度
(自 平成××年×月×日
至 平成××年×月×日)
当事業年度
(自 平成××年×月×日
至 平成××年×月×日)
金 額
百分比
(％)
金 額
百分比
(％)
Ⅰ. 売上高
Ⅱ. 売上原価
・
・
Ⅲ. 売上総利益
(または売上総損失)
Ⅳ. 販売費および一般管理費
・
Ⅴ. 営業利益
(または営業損失)
Ⅵ. 営業外収益
・
・
Ⅴ. 営業外費用
・
・
経常利益
(または経常損失)
Ⅵ. 特別利益
・
・
Ⅶ. 特別損失
・
・
税別前当期純利益
(または税別前当期純損失)
法人税, 住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益
(または当期純損失)
前期繰越利益
(または前期繰越損失)
中間配当積立金取崩額
中間配当額
中間配当利益準備金積立金
当期未処理分利益
(または当期未処理損失)
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
××× ×××
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（付録８）中国の利潤表の様式および体系
利 潤 表
会社名 20××年×月 （単位：元）
項 目 前年金額 本年金額
Ⅰ. 製品販売収入
差引：製品販売原価
製品販売費用
製品販売税金および付加費
Ⅱ. 製品販売利潤
その他業務利潤
差引：管理費用
財務費用
Ⅲ. 営業利潤
投資収益
営業外収入
差引：営業外支出
Ⅳ. 利潤総額
差引：所得税
Ⅴ. 純利潤
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
